
○ 農家負担金軽減支援対策事業実施要領 (平成 23 年４月１日付け 22 農振第 2305 号)一部改正新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改          正          後 現                   行 

農家負担金軽減支援対策事業実施要領 

 

制定 平成 23 年４月１日付け 22 農振第 2305 号 

最終改正 令和３年４月１日付け２農振第 3703 号 

第１～第６ [略] 

 

農家負担金軽減支援対策事業実施要領 

 

制定 平成 23 年４月１日付け 22 農振第 2305 号 

最終改正 平成 30 年３月 30 日付け元農振第 1962 号 

第１～第６ [略] 

 

附 則（令和３年４月１日付け２農振第 3703 号） 

この通知は、令和３年４月１日から施行する。 

 

改          正          後 現                   行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１（土地改良負担金償還平準化事業に係る運用） 

第１～第４ [略] 

第５ 平準化計画 

  １～３ [略] 

  ４ 平準化目標額の特例 

３の定めにかかわらず、平準化事業の対象となった事業地区が次に掲げ

る要件を満たす場合にあっては、要綱第５の６の（２）の平準化目標額は、

10 アール当たり３万円（北海道にあっては、２万円）を下回らない範囲に

おいて、ピーク時 10 アール当たり合算年償還金からおおむね 50 パーセン

トを限度として減じた額とすることができる。 

① 当該事業地区の面積の２分の１以上が次に掲げるいずれかに該当する

こと。 

ア 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第

19 号）第２条第１項（同法第 43 条の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）に規定する過疎地域（同法第３条第１項若しくは第２項

（これらの規定を同法第 43 条の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）、第 41 条第１項若しくは第２項（同条第３項の規定により

準用する場合を含む。）、第 42 条又は第 44 条第４項の規定により過疎

地域とみなされる区域を含み、令和３年度から令和８年度までの間に

限り、同法附則第５条に規定する特定市町村（同法附則第６条第１項、

第７条第１項及び第８条第１項の規定により特定市町村の区域とみ

なされる区域を含む。）を、令和３年度から令和９年度までの間に限

り、同法附則第５条に規定する特別特定市町村（同法附則第６条第２

項、第７条第２項及び第８条第２項の規定により特別特定市町村の区

域とみなされる区域を含む。）を含む。） 

イ～オ [略] 

②・③ [略] 

５ [略] 

 

第６・第７ [略] 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１（土地改良負担金償還平準化事業に係る運用） 

第１～第４ [略] 

第５ 平準化計画 

  １～３ [略] 

  ４ 平準化目標額の特例 

３の定めにかかわらず、平準化事業の対象となった事業地区が次に掲げ

る要件を満たす場合にあっては、要綱第５の６の（２）の平準化目標額は、 

0 アール当たり３万円（北海道にあっては、２万円）を下回らない範囲にお

いて、ピーク時 10 アール当たり合算年償還金からおおむね 50 パーセント

を限度として減じた額とすることができる。 

① 当該事業地区の面積の２分の１以上が次に掲げるいずれかに該当する

こと。 

ア 過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）第２条第１

項に規定する過疎地域（同法第 33 条第１項又は第２項の規定により

過疎地域とみなされる区域を含み、平成 12 年度から 16 年度までの間

に限り、同法附則第５条第１項に規定する特定市町村（同法附則第６

条又は第７条の規定により特定市町村とみなされる区域を含む）を含

む。） 

 

 

 

 

 

 

 

イ～オ [略] 

②・③ [略] 

５ [略] 

 

第６・第７ [略] 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
７～10 [略] 

 

 
別紙２（特別型国営事業計画償還助成事業に係る運用） 

 
７～10 [略]  

 

 
 

別紙２（特別型国営事業計画償還助成事業に係る運用） 



第１～第８ [略] 

別記様式第１号～第５号 [略] 

 

 
 

 

別紙３（独立行政法人水資源機構事業計画償還助成事業に係る運用） 

第１～第 11 [略] 

 別記様式第１号・第２号 [略] 

 

 
 別記様式第４号～第８号 [略] 

 

別紙４（担い手育成支援事業に係る運用） 

第１～第８ [略] 

別記様式第１号～第５号 [略] 

 

 
 

 

別紙３（独立行政法人水資源機構事業計画償還助成事業に係る運用） 

第１～第 11 [略] 

 別記様式第１号・第２号 [略] 

 

 
 別記様式第４号～第８号 [略] 

 

別紙４（担い手育成支援事業に係る運用） 



 第１～第 13 [略] 

 

 
 

  担い手育成支援計画図～目次 [略] 

 

 

 第１～第 13 [略] 

 

 
 

担い手育成支援計画図～目次 [略] 

 



 

  （３）・（４） [略] 

 ２ [略] 

 
 

 
  ３． [略] 

 第３章～第５章 [略] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （３）・（４） [略] 

 ２ [略] 

 
 

 
３． [略] 

第３章～第５章 [略] 

 

 



 
 

別紙５ 

第１～第３ ［略］ 

 

第４ 事業地区の要件 

 要綱第３の１の（４）の農村振興局長が定める要件は、経営所得安定対策

等支援計画で定める目標年度までに、担い手農地利用集積率が、次の（１）か

ら（５）までのとおり増加することが確実と見込まれること、又は、（６）が

確実と見込まれること。 

 

（１）～（５） ［略］ 

（６）高収益作物の生産額がおおむね 20％以上増加すること。 

 

 

第５～第９ ［略］ 

 

 

 

 
 

別紙５ 

第１～第３ ［略］ 

 

第４ 事業地区の要件 

 要綱第３の１の（４）の農村振興局長が定める要件は、経営所得安定対策

等支援計画で定める目標年度までに、担い手農地利用集積率が、次のとおり

増加することが確実と見込まれること。 

 

 

（１）～（５） ［略］ 

［新設］ 

 

 

第５～第９ ［略］ 

 

 

 



 １．～５． [略] 

 

別記様式第２号 

 １． [略] 

  ２．（１）・（２） [略] 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  １．～５． [略] 

 

別記様式第２号 

１． [略] 

  ２．（１）・（２） [略] 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙６（災害被災地域土地改良負担金償還助成事業に係る運用） 

 第１～第６ [略] 

 

 
 

 

別紙６（災害被災地域土地改良負担金償還助成事業に係る運用） 

 第１～第６ [略] 

 

 
 

 



別紙７（経営安定対策基盤整備緊急支援事業に係る運用） 

 第１・第２ [略] 

 第３ 事業の実施要件 

  １～６ [略] 

７ ２の「中山間地域等の条件不利地域」は、次の（１）及び（２）の要件

を満たす地域をいう。 

（１）次の地域指定等のいずれかを満たすこと。 

① 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律

第 19 号）第２条第１項（同法第 43 条の規定により読み替えて適用

する場合を含む。）に規定する過疎地域（同法第３条第１項若しく

は第２項（これらの規定を同法第 43 条の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）、第 41 条第１項若しくは第２項（同条第３項

の規定により準用する場合を含む。）、第 42 条又は第 44 条第４項の

規定により過疎地域とみなされる区域を含み、令和３年度から令和

８年度までの間に限り、同法附則第５条に規定する特定市町村（同

法附則第６条第１項、第７条第１項及び第８条第１項の規定により

特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）を、令和３年度から

令和９年度までの間に限り、同法附則第５条に規定する特別特定市

町村（同法附則第６条第２項、第７条第２項及び第８条第２項の規

定により特別特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）を含

む。） 

②～⑧ [略] 

  （２） [略] 

 第４～第 10 [略] 

 

別紙７（経営安定対策基盤整備緊急支援事業に係る運用） 

 第１・第２ [略] 

 第３ 事業の実施要件 

  １～６ [略] 

７ ２の「中山間地域等の条件不利地域」は、次の（１）及び（２）の要件

を満たす地域をいう。 

（１）次の地域指定等のいずれかを満たすこと。 

① 過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）第２条第

１項に規定する過疎地域（同法第 33 条第１項又は第２項の規定に

より過疎地域とみなされる区域を含み、平成 12 年度から平成 16 年

度に限り、同法附則第５条第１項に規定する特定市町村（同法附則

第６条及び第７条の規定により特定市町村の区域とみなされる区

域を含む。）を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

②～⑧ [略] 

  （２） [略] 

 第４～第 10 [略] 

 



 
  １．～６． [略] 

 

 

 
  １．～６． [略] 

 



 
 

 

 
 

 



 

 
別紙８（農地有効利用推進支援事業に係る運用） 

 第１～第７ [略] 

 

 
別紙８（農地有効利用推進支援事業に係る運用） 

 第１～第７ [略] 



 
  １．・２． [略] 

 

 
 

  ４．～６． [略] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  １．・２． [略] 

 
 

 ４．～６． [略] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 １．・２． [略] 

 
 ４．～６． [略] 

 

 
 

 
 １．・２． [略] 

 
 ４．～６． [略] 

 

 



 
 

 
 

 


